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「日本の労働人口の49％が将来自動化される」との予測もあるが、

AIやロボットによる雇用の自動化可能性に関する統一見解はない。

職種ごとの自動化可能確率と雇用者数の分布
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（出所）野村総合研究所とオックスフォード大学オズボーン准教授等との共同研究（2015年）を基に経済産業省が作成。 3
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https://www.oxfordmartin.ox.ac.uk/downloads/academic/The_Future_of_Employment.pdf
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脱炭素化による雇用創出・喪失効果

「化石燃料関連産業の雇用は大きく減少する」との予測もある。

（出所）OECD “Green Growth Indicators 2017”を基に経済産業省が作成。 4



こうした中、生産年齢人口は、2050年には現在の２／３に減少する。
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」の出生中位(死亡中位)推計を基に経済産業省が作成。
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日本の生産年齢人口の推移（万人）
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外国人労働者は、2030年には日本の至る所で不足するとの予測もある。

外国人労働者の不足見通し
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（注） 外国人労働者の不足は、目標GDP（2040年に704兆円、年平均成長率1.24％）達成に必要な外国人労働者数（2030年：419万人、2040年：674万人）から、
外国人労働者の労働供給ポテンシャルを引いたもの。

（出所）独立行政法人国際協力機構「2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた取り組み調査・研究報告書」を基に経済産業省が作成。 6



より少ない人口で社会を維持し、外国人から「選ばれる国」になる

意味でも、雇用・労働から教育に至るまで、社会システム全体の

見直しが迫られている。

企業がこれから必要となる能力やスキルを具体的に示すことで、

今働いている方、これから働き手になる学生、教育機関等、

それぞれが変わっていくべき方向性が明確になるのではないか。

こうした問題意識から、本会議は出発し、

2030年、2050年における日本の労働需要の推計から着手した。
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2030年及び
2050年において
必要となる

56の能力等に
対する需要

職種別の
従事者数

産業別の
従事者数

推計のフロー（単純化したイメージ）

デジタル化・脱炭素化を受けた
能力等の需要の変化を入力

各職種において
重視される
能力等

各職種の
産業毎の
分布状況

本推計では、デジタル化や脱炭素化を受けた、仕事に必要な56の能力等

の需要変化から、今後、各能力等がどの程度求められるかをまず試算した。

その後、職種別・産業別の従事者数を推計した。
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56の能力等に対する需要

2015年
注意深さ・ミスがないこと 1.14
責任感・まじめさ 1.13
信頼感・誠実さ 1.12

基本機能（読み、書き、計算、等） 1.11
スピード 1.10
柔軟性 1.10

社会常識・マナー 1.10
粘り強さ 1.09

基盤スキル※ 1.09
意欲積極性 1.09… …

2050年
問題発見力 1.52
的確な予測 1.25
革新性※ 1.19
的確な決定 1.12
情報収集 1.11
客観視 1.11

コンピュータスキル 1.09
言語スキル：口頭 1.08
科学・技術 1.07
柔軟性 1.07… …

※基盤スキル：広く様々なことを、正確に、早くできるスキル ※革新性：新たなモノ、サービス、方法等を作り出す能力

（注） 各職種で求められるスキル・能力の需要度を表す係数は、56項目の平均が1.0、標準偏差が0.1になるように調整している。
（出所）2015年は労働政策研究・研修機構 「職務構造に関する研究Ⅱ」、2050年は同研究に加えて、World Economic Forum “The future of jobs report 2020”,      

Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”等を基に、経済産業省が能力等の需要の伸びを推計。

現在は「注意深さ・ミスがないこと」、「責任感・まじめさ」が重視されるが、

将来は「問題発見力」、「的確な予測」、「革新性」が一層求められる。
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労働需要の推計に当たっては、考え得る一つのシナリオとして、

「デジタル化と脱炭素化が進展し、高い成長率を実現できる」

場合を想定した。

なお、推計の結果、ある産業内で職種の構成が

大きく変化していると示されたものについては、

その産業が現在の産業分類で捉えることが

適切ではないほどに変化している可能性もある。
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2050年において、特徴のある労働需要の変化が確認された。

「職種」・・・ 事務従事者 42% 減少

販売従事者 26% 減少

情報処理・通信技術者 20% 増加

開発・製造技術者 11% 増加

「産業」・・・ 卸売・小売業 27％ 減少

製造業 1% 減少
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AIやロボットで代替しやすい職種では雇用が減少するが、

代替しづらい職種や、新たな技術開発を担う職種では雇用が増加する。
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（注） 労働需要の増減と、各産業・職種の付加価値の増減は連動しない点に留意。
（出所）労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働力需給モデル（2018年度版）」、 「職務構造に関する研究Ⅱ」（2015年）、 World Economic Forum “The 

future of jobs report 2020”, Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”、内閣府 「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッ
チング状況調査」（2019年）、文部科学省 科学技術・学術政策研究所「第11回科学技術予測調査ST Foresight 2019」等を基に経済産業省が推計。 13
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主な「産業」ごとの、必要となる労働者数の相対的変化（高成長シナリオ）

職種構成の内訳が、各産業の雇用の増減に大きく影響する。

（注） 労働需要の増減と、各産業・職種の付加価値の増減は連動しない点に留意。
（出所）労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働力需給モデル（2018年度版）」、 「職務構造に関する研究Ⅱ」（2015年）、 World Economic Forum “The 

future of jobs report 2020”, Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”、内閣府 「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッ
チング状況調査」（2019年）、文部科学省 科学技術・学術政策研究所「第11回科学技術予測調査ST Foresight 2019」等を基に経済産業省が推計。 14
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需要が増える一方、事務・販売従事者といった職種に対する需要は減る。

現在、事務・販売従事者を多く雇用する産業の労働需要は大きく減ることに。

（注） 労働需要の増減と、各産業・職種の付加価値の増減は連動しない点や、変化幅が大きいエンジニアと事務・販売従事者のみを取り出しており全職種の構成でない点に留意。
（出所）労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働力需給モデル（2018年度版）」、 「職務構造に関する研究Ⅱ」（2015年）、 World Economic Forum “The 

future of jobs report 2020”, Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”、内閣府 「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッ
チング状況調査」（2019年）、文部科学省 科学技術・学術政策研究所「第11回科学技術予測調査ST Foresight 2019」等を基に経済産業省が推計。 15



例えば自動車産業がCASE対応を迫られる中で情報通信業等と

統合されると想定すれば、エンジニアが半数近くを占める産業となる。

（注） 労働需要の増減と、各産業・職種の付加価値の増減は連動しない点や、変化幅が大きいエンジニアと事務・販売従事者のみを取り出しており全職種の構成でない点に留意。
（出所）労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働力需給モデル（2018年度版）」、 「職務構造に関する研究Ⅱ」（2015年）、 World Economic Forum “The 

future of jobs report 2020”, Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”、内閣府 「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッ
チング状況調査」（2019年）、文部科学省 科学技術・学術政策研究所「第11回科学技術予測調査ST Foresight 2019」等を基に経済産業省が推計。
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今回の推計では、デジタル化・脱炭素化という大きな構造変化により

「問題発見力」、「的確な予測」、「革新性」が求められる結果となった。

また、2050年には、

現在の産業を構成する職種のバランスが大きく変わるとともに、

産業分類別にみた労働需要も３割増から５割減という

大きなインパクトで変化する可能性があることが分かった。
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（出所）南澤孝太「身体的共創を生み出すサイバネティック・アバター技術と社会基盤の開発」等から抜粋。

仮想空間上のオフィスとアバター ロボットと遠隔操縦者 身体的能力の拡張

2050年目線では、仮想空間上のアバターや遠隔操作するロボット、

人の身体的能力や知覚能力を拡張する技術が普及する過程で、

「働くこと」の意味や「組織」の意味付け自体が問い直される。

こうした未来への備えとしては、働き手の自律性を高める方向性が望ましい。
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将来起こる、こうした大きな産業構造の変化に対応するため、

本推計を一つの参考に、一人ひとりが新たな能力・スキルを身に付け、

次の一歩を踏み出す契機となることを期待している。
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かつて日本型雇用システムは、右肩上がりの経済成長の下で、

長期雇用を前提に長期的な視点に立って人材育成を行い、

組織の一体感の醸成や、企業特殊的な能力の蓄積に寄与した。

また、新卒一括採用により、

多くの学生が卒業後に就職できる傾向があり、

若年失業率は低い水準に収まるなど、社会の安定につながっていた。

しかし、日本企業特有の賃金・人事制度の前提とされていた

「成長の継続」が見込めなくなる中で、

1990年代からは、日本型雇用システムの限界が指摘されてきた。
21
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日本企業の従業員エンゲージメントは、世界全体でみて最低水準にある。

（注） 「エンゲージメント」は、人事領域においては、 「個人と組織の成長の方向性が連動していて、互いに貢献し合える関係」といった意味で用いられる。
（出所）GALLUP “State of the Global Workplace 2021”を基に経済産業省が作成。 22
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（注） 対象地域は、中国、韓国、台湾、香港、日本、タイ、フィリピン、インドネシア、マレーシア、シンガポール、ベトナム、インド、オーストラリア、ニュージーランド（各国1,000サンプル）。
調査対象は、20～69歳男女で、就業しており、対象国に３年以上在住している者。
なお、日本は、別途実施した「働く1万人の就業・成長定点調査2019」から東京、大阪、愛知のデータを抽出して利用。

（出所）パーソル総合研究所「APAC就業実態・成長意識調査（2019年）」を基に経済産業省が作成。

「現在の勤務先で働き続けたい」と考える人は少ない一方で、

転職の意向を持つ人も少ない。
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企業は人に投資せず、個人も学ばない。

（出所）学習院大学宮川努教授による推計（厚生労働省「平成30年版 労働経済
の分析」に掲載）を基に経済産業省が作成。

（出所）パーソル総合研究所「APAC就業実態・成長意識調査（2019年）」
を基に経済産業省が作成。 24



この現実を直視するなら、企業にはいま、雇用・人材育成システムの
聖域なき見直しが求められているのではないか。

具体的には、

終身雇用や年功型賃金に代表される「日本型雇用システム」と

社外との接続領域である「採用戦略」をどうするか、である。

既に一部の企業では、相当程度変わってきた現実もあるかもしれない。

しかしまだ十分ではない。変化を、加速させる必要がある。
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22%

22%

24%

25%

26%

34%

人材マネジメントに関する情報が
各所に散在し、有効に参照できない

収集・管理すべき人事情報が
増加し、正確に把握しきれない

管理職層の職場メンバーへの
指導・育成スキルが低い

詳細な人事データを活用できるほど
人事制度に柔軟性がない

組織的な意思決定に時間がかかる

人事戦略が経営戦略に紐づいていない

（出所）パーソル総合研究所 「タレント・マネジメントに関する実態調査」（HITO REPORT 2019年10月号）を基に経済産業省が作成。

人材マネジメントの課題

日本企業が感じる人材マネジメントの一番の課題は、

「人事戦略が経営戦略に紐付いていない」こと。
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（出所）日本生命保険協会 「企業価値向上に向けた取り組みに関するアンケート」を基に経済産業省が作成。
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投資家 企業

中長期的な投資・財務戦略において重視すべきもの

投資家が、中長期的な投資・財務戦略において最も重視すべきだと考えて

いるものは「人材投資」であるにも関わらず、企業側の認識とギャップがある。
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（出所）経済産業省「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会 報告書」を基に作成。

同質性/モノカルチャー
「閉鎖的」関係

一つの組織の中で
メンバーが替わらないクローズドな関係

多様性/「知・経験」のダイバーシティ
「選び、選ばれる」関係

一つの組織を超えて
メンバーの出入りがあるオープンな関係

これまで これから

人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、

中長期的な企業価値向上につなげる人的資本経営により、

働き手と組織の関係は、「選び、選ばれる」関係へと変化していくべき。
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新卒者と既卒者の採用割合

5.3%

23.7%

17.8%

19.9%

9.0%

8.2%

4.8%

2.9%

3.5%

1.3%

1.9%

1.6%

過去３年程度のトレンド

1.8%

8.4%

10.3%

15.6%

11.1%

10.8%

4.2%

3.2%

2.4%

1.1%

1.3%

30.1%

今後５年程度先のトレンド

10:0
新卒：既卒

7:3
8:2
9:1

6:4

3:7
4:6
5:5

2:8

未定

0:10
1:9

90.5%

32.7%

41.1%

3.8%

78.7%

55.2%

51.9%

18.8%

新卒一括
採用

通年採用

職種別・
コース別
採用

ジョブ型
採用

新卒採用の手法の変化

これまで実施

今後５年程度
先に実施

大企業の採用手法は、新卒一括採用だけでなく、中途採用、通年採用、

職種別採用、ジョブ型採用など、多様化や複線化が進みつつある。

（出所）経団連「採用と大学改革への期待に関するアンケート結果」（2022年1月18日）を基に経済産業省が作成。

減少

増加

増加

増加
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これからの採用シーンは、新卒一括採用が相対化されていく。

「何を深く学び、体得してきたのか」が問われる、

多様で複線化された採用の「入口」になるはずである。

他方、日本の多くの学生は欧米に比して進路を考える時期が遅い。

入社後の社員はエンゲージメントが低いままであることを踏まえると、

学生の就業観が早期に培われる

インターンシップの重要性が増している。
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外国人は、日本で長く働き続けてくれない。

地域社会は、人手不足を克服しなければならない。
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（出所）エイムソウル社・ヒューマングローバルタレント社ほか 「外国籍人材の離職とモチベーションダウンに関する調査」を基に経済産業省が作成。

入社後1年未満の離職経験

１年以内の離職の
経験がある

28%

ない
（離職したかったが、制度や契約
に縛られてできなかった）

16%

ない
（離職する事態が

なかった）
56%

３割の外国人材が、日本企業に入社した後、１年以内の離職を経験。
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地域の有力企業であっても、専任の人事・採用担当者がいない企業が４割。

47.6%

39.1%

21.9%

7.6%

38.2%

25.1%

17.0%

15.7%

10.3%

4.8%

11.0%

従業員間の自主的な取り組み

資格取得支援（資金補助)

資格取得支援（時間的補助)

資格取得支援(表彰制度)

社外セミナーへの参加

社内研修制度の充実

技術やノウハウの見える化

育成プログラムの作成・実施

社外との人事交流

メンター制度の実施

特に行っていない

有力企業（地域未来牽引企業）における
人事・採用業務担当者数 中小企業における中核人材の育成方法

専任の人事・採用
担当者がいない

38.6%

１人
12.2%

２～４人
45.7%

５～９人
2.9%

10人以上
0.6%

（出所）経済産業省「令和元年度 大企業人材等の地方活躍推進事業（地域の中核企業による人材確保手法等の調査分析）」（2020年）及び中小企業庁「2015年版中小企
業白書」を基に経済産業省が作成。 33



１．問題意識

２．労働需要の推計

３．雇用・人材育成

４．教育

５．結語

４．教育
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（注） 義務教育修了の目安となる15歳を対象に、これまでに身に付けてきた知識や技能を、実生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを測るもの。
（出所）OECD生徒の学習到達度調査（PISA）2018年調査を基に経済産業省が作成。

数学的リテラシーのランキング 科学的リテラシーのランキング

順位 国名 平均得点
１ 日本 527
２ 韓国 526
３ エストニア 523
４ オランダ 519
５ ポーランド 516
６ スイス 515
７ カナダ 512
８ デンマーク 509
９ スロベニア 509
10 ベルギー 508

OECD平均 489

順位 国名 平均得点
１ エストニア 530
２ 日本 529
３ フィンランド 522
４ 韓国 519
５ カナダ 518
６ ポーランド 511
７ ニュージーランド 508
８ スロベニア 507
９ イギリス 505
10 オランダ 503

OECD平均 489

OECD加盟国中、日本の15歳の数学的・科学的リテラシーはトップレベル。

日本の子どもは、未来を切り拓く素晴らしい可能性を秘めている。
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「数学」や「理科」を使うことが含まれる職業につきたい生徒（中学生）の割合

（注） 数値は「強くそう思う」「そう思う」と回答した生徒の小数点第一位までの割合を合計し、さらにその小数点第一位を四捨五入したもの。
（出所）文部科学省「国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2019）のポイント」を基に経済産業省が作成。

23%
27%

49%
57%

0%

20%

40%
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数学 理科

日本

国際
平均

日本

国際
平均

しかし、「数学や理科を使う職業につきたい」と思う子どもは少なく、

高い数学的・科学的リテラシーが十分に活かされていない。
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科学の楽しさ指標と、探究を基にした理科の授業に関する生徒の認識指数の関係

日本

韓国 台湾

中国

フィンランド
イタリア

シンガポール

イギリス

ドイツ

フランス

カナダ

アメリカ

OECD平均

-0.6

-0.4

-0.2

0

0.2

0.4

0.6

-0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0 0.2 0.4

科
学
の
楽
し
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探究を基にした理科の授業に関する生徒の認識指標

（注１）「探究を基にした理科の授業に関する生徒の認識指標」は、その値が大きいほど、生徒が理科の授業が探究を基にした授業であると認識していることを意味する。
（注２）中国は北京・上海・江蘇・広東を指す。
（出所）国立教育政策研究所「生きるための知識と技能 OECD生徒の学習到達度調査（PISA）2015年調査国際結果報告書」を基に経済産業省が作成。

日本は、探究的な（正解のない）理科学習が少なく、

子どもたちが「科学の楽しさを感じる」機会に乏しいのではないか。
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（出所）日本財団「「18歳意識調査 第20回（国や社会に対する意識）」（2019年）を基に経済産業省が作成。

92%

94%

91%

96%

82%

60%

ドイツ

アメリカ

イギリス

中国

韓国

日本

46%

66%

51%

66%

40%

18%

66%

79%

78%

73%

72%

46%

自分で国や社会を
変えられると思う

将来の夢を
持っている

自分の国に解決したい
社会課題がある

日本の18歳の「社会への当事者意識」は低い。これが実態なら、

学校教育が「目指してきた理想」と「今の現実」の差をどのように埋めるか。
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（出所）経済産業省「産業構造審議会 教育イノベーション小委員会 第２回学びの探究化・STEAM化ワーキンググループ 木村委員提出資料」を基に経済産業省が作成。

「iPS細胞」の研究から得られる学び

• 「生物学」が好きな生徒が、京都大学の山中教授が
iPS細胞を初めて報告した学術論文を読みたいという
意欲をもとに、「英語」を勉強し、読み始める。

広尾学園の中高生が進める研究テーマ例

• ハダカデバネズミの高分子量ヒアルロン酸を
用いたがん細胞の増殖抑制

• モーション最適化理論の構築に向けた二次元
投球モーションの筋負担解析

• SPアルゴリズムを用いた対称群のスターグラフ
におけるサイクルの決定

• 現象数理学的に考えるCOVID-19における
接触を減らすことの意義

• 寒天を用いた電極触媒によるPEFCsの性能
向上

• 偶数mだけ平行移動したウルトラオイラー
完全数と擬メルセンヌ素数の同値性

答えのない「本物」の社会課題と、教科書レベルの知識を行き来しながら、

教員や研究者の伴走で本格的な研究を進める中学・高校も生まれている。
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（出所）Wedge「AI教材で授業時間が半分に！？ 麹町中学の授業改革」（2019年12月4日）を基に経済産業省が作成。

麹町中学校におけるAI教材を導入した事例

7.5

18

8.5

18

9

17

6

10

4

4

9 9 14

AIを
活用した
実際の
授業時数

従来の
授業時数

単位63時間

31時間へ短縮 32時間を創出

単元１
（一次関数）

単元２
（図形の性質と合同）

単元３
（三角形と四角形）

単元４
（確率）

テスト

探究学習
（STEAM
教育）

３年生
単元１
（展開と
因数分解）

３年生
単元２
（平方根）

AI教材を活用することで、知識の習得や反復的な演習を効率化し、

探究学習の時間を十分に捻出する先進的な取組も出てきた。
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決められた教室・学年の中で、
黒板とチョーク、紙と鉛筆で、
「一律の目標のもとで」
「一律の内容を」「一律のペースで」
「一斉に」「受動的に」学ぶ

居場所や学年や時間の制約を受けず、
１人１台端末とリアルを組み合わせ、
「一人ひとり違う目標と教材選択で」
「多様な内容を」「多様なペースで」
「個別に協働的に」「主体的に」学ぶ

（出所）経済産業省「未来の教室ビジョン」（未来の教室とEdTech研究会第２次提言）（2019年6月）、Life is Tech!(株)作成資料、(株)steAm作成資料から抜粋。

今までの教室 これからの教室

一律・一斉で画一的な知識を詰め込めば対処できる時代は終わり、

今は「目指す社会に向けて何を実現すべきか」という到達地点を考える時代。

子どもたちが繰り返し挑戦したくなる機会を増やすべきではないか。
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デジタル時代では、教育を
①「知識」の習得 と ②「探究（”知恵”）力」の鍛錬

という２つの機能に分け、レイヤー構造として捉え直すべきではないか。

「知識」を習得するレイヤーでは、共通のデジタル基盤の下で、

企業や大学等の教育プログラムを開放し、

誰もがアクセスし、個別最適な学びを実現させるべきである。

「探究力」を鍛錬するレイヤーでは、

社会課題や生活課題の当事者として、

異なる他者との対話を通じて、協働的な学びが行われるべきである。
42



イノベーションの創出や事業の変革が

企業の生き残りのために不可欠となる時代が訪れている。

高度な専門性と全体を俯瞰する能力をもとに

新しい価値を創造する人材として、

博士人材を積極的に活用しようとする動きが出てきている。

社会全体でこの動きを広げていくべきである。

43



こうした教育の変革は、

これから初めて社会に出る人のためだけのものではない。

特に高等教育課程では、

既に社会に出た働き手のスキル転換やキャリアアップにも役立つよう、

必要な時に入り直し、学び直せることも重要となる。
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（出所）京都先端科学大学HP、神山まるごと高専（仮称）HP等を基に経済産業省が作成。

京都先端科学大学 神山まるごと高等専門学校（仮称）

• 日本電産・代表取締役会長の永守重信氏は、
「世界水準の実戦力を備えた人材を育てる教育
機関」を作る必要性を感じ、私財を投じて大学
経営に参画。京都学園の理事長に就任。

• 2019年、「京都先端科学大学」に名称変更。
• 2020年、工学部、大学院に工学研究科を開設。
• 2022年、MBAを開設。

• Sansan・代表取締役社長の寺田親弘氏は、
2023年に徳島県神山町で高専（全寮制）
を開校するための認可を申請中。
※認可された場合、約20年ぶりの新設高専。

• テクノロジー教育、UI/UXを中心としたデザイン
教育と、起業家精神を育む教育を提供。

• 第１期生の学費は、給付型奨学金により
無償化を予定。

こうした変革の責任を、教育機関だけに押し付けてはいけない。

企業は教育に主体的に参画し、現場と二人三脚で変革を担うべき。
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初等中等教育から高等教育に至るまで、

その在り方自体が根本から変わるべきとの指摘もあった。

しかし、2040年のあるべき教育システムを実現するためには、

2030年代の教育が変わる必要があり、その枠組みを変えるには

2020年代前半に大きな変化を起こす必要がある。

残り時間は、あと数年しかない。
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１．問題意識

２．労働需要の推計

３．雇用・人材育成

４．教育

５．結語５．結語
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デジタル化や脱炭素化といったメガトレンドは、

必要とされる能力やスキルを変え、

職種や産業の労働需要を大きく増減させる可能性がある。

こうした中、未来を支える人材を育成・確保するには、

雇用・労働から教育まで、社会システム全体の見直しが必要がある。

これから向かうべき２つの方向性を示したい。

旧来の日本型雇用システムからの転換

好きなことに夢中になれる教育への転換
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１．旧来の日本型雇用システムからの転換

人的資本経営に取り組む企業を一同に集め、
互いを高め合いながら、変化を加速させる「場」を創設するべきである。

具体策①

インターンシップの適正化を図る一方で、学生の就業観を早期に培い、
目的意識を持った学業の修得、有為な若者の能力発揮にも資するよう、
インターンシップを積極的に活用する仕組みに変えるなど、
新卒一括採用だけでなく通年採用も並列される社会へ変革するべきである。

具体策②

（１）人を大切にする企業経営へ
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“ジョブ型雇用”の導入を検討する企業に向けた
ガイドラインを作成するべきである。

具体策①

退職所得課税をはじめとする税制・社会保障制度については、
多様な働き方やキャリアを踏まえた中立的な制度へ見直すべきである。

具体策②

具体策③

兼業・副業は、社内兼業も含めて、政府としてより一層推進すべきである。

１．旧来の日本型雇用システムからの転換

（２）労働移動が円滑に行われる社会に
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具体策④

働き手の学びへの意欲とキャリア自律意識を高めるための取組として、
「学び直し成果を活用したキャリアアップ」を促進する仕組み
を創設するべきである。

地域における人材の活躍に向けて、
地域の産学官による人材育成・確保のための機能を強化すべきである。

具体策⑥

スタートアップと大企業の間の人材の行き来を、
政府としても支援すべきである。

具体策⑤

具体策⑦

未来に向けた労働時間制度のあり方について検討すべきである。 51



２．好きなことに夢中になれる教育への転換

具体策①

教育課程編成の一層の弾力化や、
多様な人材・社会人が学校教育に参画できる仕組みの整備など、
時間・空間・教材・コーチの組み合わせの自由度を高める
教育システムの改革に向けて更に議論を深めるべきである。

具体策②

高校においては、全日制や通信制を問わず、必要に応じて
対面とデジタルを組み合わせることができるように転換すべきである。
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公教育の外で才能育成・異能発掘を行おうとする
民間プログラムの全国ネットワークを創設すべきである。

具体策③

具体策④

「知識」の獲得に関する企業の研修教材や大学講義資料等は、
デジタルプラットフォーム上で解放を進め、
誰でもアクセスできる形で体系化していくべきである。

これにより、教員の方々のリソースを、
「探究力」の鍛錬に集中させることができる。

具体策⑤

大学・高専等における企業による共同講座の設置や、
自社の人材育成に資するためのコース・学科等の設置を促進すべきである。53



今回の「未来人材ビジョン」は、最初の出発点であり、

関係者の議論を喚起するためのものでもある。

雇用・人材育成や教育システムに関する

大きなビジョンを示すことを主眼としたため、

各分野の様々な制度に関する詳細な検討にまで至らなかった。

グローバル化が進む中で外国人から選ばれる国になるための方策や、

成長分野の人材や地域経済を支える現場人材の育成の在り方など、

積み残しとなった議論については、政府として引き続き検討していく。
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